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1. はじめに
地理学では, 地域労働市場の分析を通じて, 地域の特性を解明する研究が蓄積されてきた. 特
定の地域の産業あるいは事業所とその通勤圏の労働者が結びついてどのような性格の地域労働市
場を形成しているのかを分析する研究である. その特筆すべき成果は, 東京圏から遠距離に位置
する地方を対象にした研究で得られている. 岡橋 (1997) は, 国内周辺地域における地域労働市
場の特性, 友澤 (1999) は, 製造業の生産工場が進出した地域における地域労働市場の特性をそ
れぞれ検討した. その結果, 中心地域に対する従属的そして周辺的な性格が明らかにされた. ま
た, 還流移動という地方に特有の現象に着目し, この移動と地域労働市場の関係を論じた研究も





1976 年の常用労働者の地域間移動を分析した伊藤ほか編著 (1979, p.38) は, 都道府県間移動
の最大限 74％程度が, 低賃金地域から高賃金地域への移動あるいは高賃金地域間の移動である
こと, また, 残りの低賃金地域内あるいは地域間, 高賃金地域から低賃金地域への移動のうちの
6 割が同県出身者のUターンであることを提示した. さらに, 大学進学者の卒業時の地域間移
動を 6類型に分類した伊藤ほか編著 (1979, p.119) は, 出身高校所在県への移動であるUター
ン型就職者が, 就職者全体の 29％を占めることを報告した.
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から, 各地域でその具体策が実施され始めた. 加茂 (2018) によると, 2016 年度に非大都市圏
の 39 道県のうち 14 県が, 移住希望者を対象とした無料職業紹介を導入している. 同戦略では施
策の方向として, 地方への人材還流, 地方での人材育成, 地方の雇用対策が掲げられ, また地方
への人材還流の目標として, 2019 年度から 2024 年度までに 6 万人の東京圏から地方へのU I J
ターン創出が提示されている (内閣府地方創生推進事務局, 2019).
地方移住に関する研究は地理学に限らず, 社会学, 経済学, 人口学等さまざまな学問分野で進
められた. その主要な課題は移動要因の解明である. U ターンの要因を追究した岡田 (1978)
は, 主に大都市圏側のプッシュ要因として ｢住宅事情の悪さ｣ と ｢生活環境の悪さ｣ を, 非大都
市圏側のプル要因として ｢婚姻｣ と ｢地元でよい仕事が見つかったこと｣ をあげる. また, 伊藤
ほか編著 (1979, p.38) は, Uターンの移動要因として労働力の長期的な再生産, 家産の継承,
家の維持などをあげる. 2000 年代以降に進展したのは, 自治体の移住支援政策を論じる研究で
ある. 牧山ほか (2014) は, 自治体へのアンケート等を通じて政策の現状を明らかにし, 小田切
ほか (2015) は田園回帰を尊重する立場から消滅可能性都市に対する政策論的批判を試みている.
この種の研究の増加にともなって移住支援政策と移住者の関係, 移住後の生活に焦点を当てる研











本研究における地方移住の定義は, 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 (2020) にし
たがって以下のとおりとする. すなわち, 地方からどこか別の地域へ移り住み, その後また元の
地方へ戻り住む Uターン, 生まれ育った地域 (主に大都市) からどこか別の地方へ移り住む I
ターン, 地方からどこか別の地域 (主に大都市) に移り住み, その後生まれ育った地方近くの
(大都市よりも規模の小さい) 地方大都市圏や, 中規模な都市へ戻り住む Jターンのすべてを地




本研究が事例として選んだ地域は長野県須坂市である. 須坂市は, 2014 年に信州須坂移住支
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援チーム (以下, 支援チーム) を組織し, この支援チームによる移住者の円滑な受入れをめざし
て, 移住相談, 移住体験, 無料職業紹介, 住居紹介等を包括的に行う移住支援信州須坂モデル
(以下, 須坂モデル) を 2017 年に開始した. 支援チームは, 須坂市からの依頼に応じて加入した
域内事業所を移住者受入れ協力企業 (以下, 協力企業) と定め, 須坂モデルの無料職業紹介にお
いて移住希望者に紹介している. このモデルを通じた域内事業所への移住者の就職実績があるた
め, 須坂市は本研究の事例地域として適している. なお, 須坂市のこの支援政策は須坂市への
U I J ターンを対象とするが, 新規学卒者を対象としない.
本研究では, 事業所の求人活動に関する情報を収集するため, 上記協力企業を対象に聞き取り
調査を実施した. 調査を実施した 2019 年 1月～2月において協力企業は 24 事業所ある (須坂市,
2018a). 24 事業所すべてに訪問聞き取り調査を依頼し, 23 事業所から回答を得ることができた.
なお, 須坂モデルにおける協力企業はその後増加し, 2021 年 4 月において 30 事業所である.
章構成は以下のとおりである. 第 2章では, 統計資料の分析等により須坂市の概況を示す. 第
3 章では, 須坂市での聞き取り調査および須坂市提供資料等の分析をもとに, 須坂市が実施する





(図 1). 須坂市の中心市街地は, 千曲川の支流である百々川の扇状地上に形成され, そこに立地
する須坂市役所で標高は 379mである.
国道 403 号線が中心市街地を南北に, 国道 406 号線が東西に通る. また国道 406 号線は市街地
東部と市南部の峰の原高原を結ぶ. 市街地の西部には長野電鉄長野線の須坂駅が立地する. 長野
駅と須坂駅の間の距離は 12.5 kmで, 所要時間は特急で約 16 分, 普通列車で約 25 分である. 千
曲川に沿って上信越自動車道が通り, 須坂市の西部に須坂長野東インターチェンジが設けられて
いる. 東京から須坂市までの所要時間は, 新幹線を利用した場合で約 2時間, 高速道路を利用し
た場合で約 3時間である.
須坂市は, 1954 年の須坂町と日野村と豊洲村の合併によって誕生し, 1971 年の東村の編入に
よって現在の市域となった. 総務省 ｢国勢調査｣ によると, 1975 年に 49,513 人であった須坂市
の人口は徐々に増加し, 2000 年に 54,207 人に達した. その後, 人口は減少に転じ, 2015 年に
50,725 人である.
表 1 は須坂市への転入数と須坂市からの転出数を示す. 総数では, 2019 年に転入が 1,462 人,
転出が 1,506 人と転出が 44 人上回り, 2020 年に転入が 1,496 人, 転出が 1,384 人で転入が 112
人上回る. 社会動態における須坂市の特徴は, 県内では長野市, 県外では関東地方との間で関係
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が強いことにある. 須坂市から長野市への転出は 2020 年に 448 人で, 転出総数の 32.4％を占め
る. 同様に, 須坂市から関東地方への転出は 312 人で 22.5％を占める. この須坂市が抱える人
口問題の 1 つは, 大都市圏への人口流出である. 特に須坂市と関東地方の間では, 2016 年から
2020 年まですべての年次で転出超過を示す. この期間に関東地方への転出超過は最多の 2019 年
で 121 人, 最少の 2020 年で 63 人である. 一方, 須坂市と長野市の間では 2017 年と 2018 年と
2020 年に転入超過, 2016 年と 2019 年に転出超過を示す. 長野市から須坂市への転入者の一定数
は, 住宅取得をきっかけに須坂市へ転入した者とみられる. 小野澤ほか (2011, p.28) は, 須坂
市北西部に位置する旭ヶ丘団地での調査をもとに, この住宅団地への移動理由として ｢持ち家を
所有したかったため｣ と回答する世帯が 62.0％を占めること, この住宅団地が長野市のベット
タウンとしての役割を果たしていることを指摘する.
須坂市の産業別就業者の割合は, 第 1 次産業で 11.7％, 第 2 次産業で 28.8％, 第 3 次産業で
57.8％である. 全国の値と比較すると, 就業者の割合が農業で 11.6％ (全国では 3.4％), 製造業
で 20.9％ (全国では 16.2％) と大きい点に特徴がみられる (表 2).
須坂市の農業の中心は果樹栽培である. 須坂市における 2015 年の経営耕地の総面積は 111,689
a であり, このうち樹園地が 75.1％, 田が 13.6％, 畑が 11.3％を占める (2015 年農林業センサ
ス). 主として, 樹園地と畑は百々川の扇状地に, 田は千曲川の氾濫原に分布する. 須坂市が位
置する長野盆地は内陸性気候で, 気象庁によると長野市の年間降水量は 2020 年に 1,030mm と
少なく, さらに水はけのよい土壌であるため果樹栽培に適している. 農林水産省市町村別農業産
出額 (推計) によると, 須坂市では 2018 年の農業産出額 866 千万円のうち果実が 756 千万円と




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































遠藤ほか (2011) によると, 須坂は明治時代初期より製糸業が発展し糸の町として繁栄してき
た. 昭和に入ると昭和恐慌の影響を受け, 製糸業は大きく衰退した. 1942 年の富士通通信機製
造株式会社による片倉田中製糸所の買収をきっかけに, 須坂の基幹産業は電子部品を中心とする
機械製造業へと移行する. 富士通須坂工場の従業者数は 1970 年に 3,000 人を超え, その関連企
業の須坂市への集積も見られるようになった. しかし, 1970 年をピークに同工場の従業者数は
減少する. 1985 年以降の円高不況の影響を受けて, 富士通は生産体制の再編を進めたが, リー
マンショック後の 2009 年に須坂工場を閉鎖した. 工業統計表によると, 須坂市における 2019 年
の工業従業者数は 6,097 人で, うち食料品が 18.7％, 金属が 17.3％, 汎用機械が 16.9％を占める
のに対し, 電子部品は 5.4％, 電気は 8.5％にすぎない.
 求人求職の状況




産 業 須坂市 全国
総数 100.0 100.0
第 1 次産業 11.7 3.8
A 農業, 林業 11.7 3.5
うち農業 11.6 3.4
B 漁業 0.0 0.3
第 2 次産業 28.8 23.6
C 鉱業, 採石業, 砂利採取業 0.0 0.0
D 建設業 7.9 7.4
E 製造業 20.9 16.2
第 3 次産業 57.8 67.2
F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.4 0.5
G 情報通信業 1.7 2.9
H 運輸業, 郵便業 4.4 5.2
I 卸売業, 小売業 13.8 15.3
J 金融業, 保険業 1.8 2.4
K 不動産業, 物品賃貸業 0.9 2.0
L 学術研究, 専門・技術サービス業 2.4 3.3
M 宿泊業, 飲食サービス業 4.5 5.5
N 生活関連サービス業, 娯楽業 3.0 3.5
O 教育, 学習支援業 3.5 4.5
P 医療, 福祉 12.1 11.9
Q 複合サービス事業 1.1 0.8
R サービス業 (他に分類されないもの) 4.8 6.0
S 公務 (他に分類されるものを除く) 3.3 3.4
T 分類不能の産業 1.7 5.4
表 2 須坂市における産業別就業者の割合 (2015 年)
単位：％
注) 総務省 ｢国勢調査｣ 2015 年をもとに作成.
開する. 同安定所の求人求職状況を示す図 2 によると, 須坂公共職業安定所管内の求人倍率は
2009 年度に 0.38 と低い値をとる. これはリーマンショック後の経済不況の影響, この地域では
特に富士通須坂工場の閉鎖の影響を受けたものとみられる. 2009 年度の全国の有効求人倍率は
0.45 である. 2009 年度から 2013 年度の期間に須坂管内の求人倍率は 0.38～0.93 と 1 未満で推移
するが, 2014 年度に 1.10 と 1 を超えると, その後は 2019 年度の 1.50 まで 1 を大きく上回って
推移する. そして, 2 月までではあるが 2020 年度に有効求人倍率は 0.89 まで急速に低下する.
なお, 本研究で聞き取り調査を実施した 2018 年度は, 有効求人倍率が 1.59 を示し, 求人を出し
ても事業所が従業者を採用しにくい時期といえる.
もちろん, 求人と求職のバランスは職種によって大きく異なる. 須坂公共職業安定所における
2019 年 2 月の職種別求人求職をみると, 管理・事務的職業では有効求人数が 150 であるに対し
て有効求職者数は 318 もある (図 3). ところが, 専門・技術的職業では有効求人数が 271 であ
るのに対して有効求職者数は 129, サービスの職業では同じく 365 に対して 133, また生産工程













る. 第 1に, 公共職業安定所への求人票の提出である. 求人票を見て就職を希望する求職者がい
れば, 公共職業安定所が事業所に紹介する1). 求人票を提出する際に ｢U I J ターン歓迎求人｣
を選択すれば, 移住希望者を採用する意思があることを求職者に伝えることができる (厚生労働
省, 2021). 第 2 に, 有料職業紹介業者に登録して紹介してもらう方法である. 紹介業者が斡旋
した求職者を事業所が採用すれば, その事業所は紹介業者に紹介手数料を支払う. 紹介手数料は
求職者の年収の 10％～30％程度である. また, 有料職業紹介業者のなかには, 求人事業所を集
めてUターン就職フェア等の企業説明会を開催するものもある. 第 3 に, 特定の職種を対象に
した就職支援サイトに求人情報を登録する方法である. 例えば, あぐりナビは農業および農産物
加工業の求人情報を提供するサイトで, これを用いて就農を希望する移住者の採用を試みる事業




する方法であり, 大都市圏以外の 39 道県の場合, 2016 年度に 14 県が無料職業紹介を運用して




まち・ひと・しごと創生法では, 5 原則の 1つとして地域性が取り上げられ, 国による画一的
手法や ｢縦割り｣ 的な支援ではなく, 国は各地域の実態に合った施策を支援することが示されて
いる. この原則に沿って移住支援策を推進する自治体もある. 例えば, 北海道は北海道創生総合
戦略に基づいて ｢しごと｣ ｢すまい｣ ｢暮らし｣ をセットにした移住政策を進め, 移住後の職の確
保のため, 地域の仕事の掘り起こし, マッチングや起業等の支援を実施している. また, 長崎県




1 ) 往復 300km 以上の遠隔地の求人事業所へ, ハローワークの紹介で面接に行く場合, 一定の要件の下
で ｢広域求職活動費｣ (面接旅費相当) が, また遠隔地の求人事業所に就職する場合, 一定の要件の
下で ｢移転費｣ (転居費相当) が支給される (厚生労働省, 2021).
を運用している.
 須坂市における支援政策
須坂市の支援政策の特徴は, 移住支援を担当する独自の組織 ｢信州須坂移住支援チーム｣ を設
けていることである. 2014 年 4 月に須坂市政策推進課に設置された支援チームは, 主に東京,
大阪, 名古屋を中心とした大都市圏での移住相談会の開催, 須坂市での移住体験ツアーの実施,
移住支援のためのウェブサイトの運営, メルマガ, ブログ, フェイスブック等による情報発信を
担当する. これらの業務にあたるのは, 主として政策推進課職員で, 2017 年 4 月から移住・定
住アドバイザーと称する須坂市の事情に詳しい非正規職員がチームに加わった. アドバイザー着
任後, 須坂市がそれまで毎年 1～2 回開催してきた移住者交流会に加えて, 移住者サロンを毎月
2回程度開催している. このサロンでは, 須坂市に移住した者どうしが気軽に集うことができ,
アドバイザーに悩みを相談できる (須坂市, 2018b).
支援チームに相談して須坂市に移住した者の数は, 2014 年度に 11 人, 2015 年度に 15 人,
2016 年度に 25 人, 2017 年度に 34 人, 2018 年度 (10 月 31 日まで) に 18 人で, 累計 103 人であ
る (須坂市, 2018b). 表 3 は, 2014 年 4 月～2018 年 10 月における移住支援事業の実績を示す.
2018 年 10 月までに移住相談会は 85 回開催され, 400 組 591 人が参加している. また, 空き家バ
ンクの登録数は 65 件で, このうち 45 件が移住者である.











支援チームが須坂モデルを開始したのは 2017 年 6 月である. 協力企業への職業紹介の相談は
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登録者数等 1,147 人 400 組 591 人 78 組 141 人 175 人 65 件
うち移住者 36 人 32 人 15 人 45 件
注) 須坂市 (2018b) をもとに作成.
月 2～3 件で, 2 か月に 1 件程度の割合で就職に至っている. 2017 年 6 月～2018 年 10 月の期間
にこの職業紹介を通じて就職し移住した者は, 夫婦での就職を含めて 6 組 10 人である. この 6
組のうちのUターンは 1組, I ターンは 5組で, 従前の居住地を示すと茨城県が 1組, 東京都が
3組, 神奈川県が 1組, 大阪府が 1組である. 農業就業を希望する相談者がいた場合は, 須坂市
農林課新規就農担当を紹介していて, 2014 年度から 2018 年 10 月の期間に 16 人の相談者が就農
した.
須坂モデルで特筆されるのは, 相談から移住に至るまでの期間が比較的短いことである. 上記
6組の相談から移住までの期間をみると, 1 か月が 1組, 2 か月が 1組, 3 か月が 1組, 5 か月が
1 組, 6 か月が 2 組である. 須坂市 (2018b) をもとに, 移住体験ツアーに参加して就職した 2
事例を紹介する. 移住希望者 Aは, 2017 年 6 月 17 日に大阪で開催された移住セミナーに参加
した. 7 月 1 日に移住体験ツアーで協力企業および住居を見学したのち, 7 月 13 日に須坂市への
移住を決定した. そして 8月 16 日に移住, 8 月 21 日に勤務を開始した. 移住希望者Bは, 2017
年 5 月 27 日に東京の相談会を訪問した. 7 月 1 日に移住体験ツアーで協力企業および住居を見
学し, その日に採用が決定した. 7 月末で東京の企業を退職し, 9 月に移住して 10 月 1 日に勤務
を開始した. なお, 移住体験ツアーでは, 移住希望者の要望に合わせて支援チームが事業所, 住
宅, 教育・保育施設, 商業施設, 病院等を案内する. 1 泊 2 日のスケジュールで, 移住体験ハウ




表 4 は聞き取り調査を実施した事業所の概要を表す. その本社の所在地を示すと, 須坂市が
20 事業所, 長野市が 2 事業所, 須坂市の東に位置する高山村が 1 事業所である. 移住希望者が
希望する職業を可能な限り紹介できるようにするため, 業種構成等に偏りが生じないよう支援チー
ムは協力企業を選定している. 業種別に調査事業所数を示すと, 製造業が 9事業所, サービス業
が 9事業所うち医療・福祉が 4事業所, 卸売業・小売業が 3事業所, その他が 2事業所である.
なお, 製造業のうちの 1事業所は農産物の生産, 加工, 販売を担う事業所であり, この従業者は
農業生産や販売の業務に従事する場合がある. また, 農業地域に特有の勤務形態を有する事業所
もある. 1 つは農繁期に有給休暇を取得して農業に従事する者がいる事業所であり, もう 1つは
農業就業者 3～4人を 10 月下旬から 3月の期間に季節従業者として毎年継続雇用する事業所であ
る. 移住後に就農した者のなかには, 十分な農業収入が得られるまでの期間にこうした事業所で
兼業就業する者もいる. また, 調査事業所の従業者規模にも大きな偏りはみられない. 従業者数
が 100 人以上の協力企業は 9事業所, 50 人以上 100 人未満は 2事業所, 20 人以上 50 人未満は 6






これ以外の 22 事業所は支援チームからの依頼を承諾して協力企業に加入している. 承諾した理
由は次のとおりである. 移住者の住居や子育て等の生活に関する支援を市が行う事業であるため
(4 事業所), 須坂市が行う様々な事業に協力している事業所でありその一環として (3 事業所),
支援チームから依頼されたときに従業者を募集していたため (1 事業所), あらゆる方法を用い
て人材確保に努めていて支援チームの無料職業紹介もその手段の一つ (1 事業所), 担当者の退




























1 50 人以上 製造業 25.0 学,無 公,紹,無,有 0 0 有 20-30
2 50 人以上 サービス業 2.9 学,説 公 1 0 有 15-25
3 50 人以上 製造業 3.5 学,就,説,無 公,就,有 0 0 なし 15-30
4 50 人以上 製造業 50.0 就 公,就,紹,有 1 0 なし 20-
5 50 人以上 サービス業 5.0 学 公,紹 1 0 なし 17-32
6 50 人以上 サービス業 あり なし 公,有 0 0 なし 17-28
7 50 人以上 製造業 あり 学,就 公,説,有 0 0 有 19-24
8 50 人以上 製造業 10.0 学,就 公,説 0 0 有 18-25
9 50 人以上 サービス業 約 10％ 就,無 公,紹,無,有 0 0 なし 18-26
10 50 人以上 サービス業 11.0 学,就 公,説,有 3 1 有 17-23
11 専門職 サービス業 あり 学,説,無 公,紹,有,無 0 0 有 17-22
12 専門職 サービス業 11.5 学,説 公,無 0 0 なし 19-50
13 専門職 その他 14.3 なし 公 0 0 なし 19-30
14 専門職 その他 25.0 なし 公,有 1 0 なし 16-22
15 50 人未満 製造業 4.4 なし 公,有,無 1 1 なし 16-23
16 50 人未満 卸売小売業 10.0 学 公,就,説 0 0 なし 16-25
17 50 人未満 サービス業 あり なし 公 0 0 有 16-30
18 50 人未満 サービス業 4.5 なし 無 1 1 なし 16.5-
19 50 人未満 製造業 5.9 学 公 1 0 なし 16-22
20 50 人未満 卸売小売業 12.5 学,就 公,就,有 1 1 なし 14-17
21 50 人未満 卸売小売業 12.5 学 公,就 0 0 なし 15-23
22 50 人未満 製造業 12.5 学 公,無 1 1 なし 15-30
23 50 人未満 製造業 60.0 なし 無,有 1 1 なし 不明
注) 区分の専門職は専門的職業従業者が過半数を占める事業所, 50 人以上はこれ以外で従業者 50 人以
上の事業所, 50 人未満はこれ以外で従業者 50 人未満の事業所をさす.
従業者の募集方法の学は学校への求人提出, 就は就職支援サイトへの登録, 説は就職説明会参加,
公は公共職業安定所への求人提出, 紹は有料職業紹介利用, 無はその他で無料のもの, 有はその他
で有料のもの, なしは利用していないことをさす.




事業所での聞き取り調査の結果をもとに, 移住者の採用状況を分析する. 表 4の従業者に占め
る移住者の割合をみると, 23 事業所すべてが移住者を雇用している. 従業者に占める移住者の
割合が不明の事業所を除くと, 最小の事業所で 2.9％, 最大の事業所で 60.0％である. 以下では
専門的職業従業者が過半数を占める事業所, これ以外で従業者 50 人以上の事業所, 50 人未満の
事業所の 3つに分類して各グループの採用の特性を示す. 分類するのは, 移住者採用のねらいや
方法等が事業所の規模や従業者構成によって異なるからである.
まず, 従業者 50 人以上の事業所の数は 10 である. 従業者規模が大きい事業所では, 定年退職
者の補充等のために毎年一定数の新規学卒者を採用していて, その際に移住者を採用するケース
がある. 通勤圏内で求人を充足できないと考える事業所のなかには, 通勤圏外からの充足を積極
的に図る事業所もある. 10 事業所のうち, 2018 年度に新規学卒者を採用したのは 9事業所であ
る. この新規学卒者には, 長野県外の学校へ進学した須坂市出身者のUターン就職, 長野県内
出身者の Jターン就職, 長野県外の出身者の Iターン就職のいずれもが含まれる. 新規学卒者を
募集する方法をみると, 学校での説明会に参加するのは 7事業所, 就職支援サイトを用いるのは
6事業所, 業界団体等の説明会に参加するのは 2事業所などである.
この 10 事業所のうち, 2018 年度に既卒者を中途採用したのは 10 事業所すべてである. 中途
採用の募集方法として, 公共職業安定所を用いるのは 10 事業所, 有料職業紹介を利用するのは
4事業所, 中途採用専用の就職支援サイトを用いるのは 2事業所, 求人誌を利用するのは 2事業





記の 10 事業所のうち, 従業者寮等を所有するのは 5事業所である. 支援政策を利用しなくても
移住者を雇用できる事業所は少なくない. 須坂モデルを通じた採用実績があるとしても, これは
様々な方法を用いて採用した実績の 1つとしてとらえることができる.
次に, 専門職を雇用する 4事業所では, 特定の技術や資格を有する従業者を必要とするため,
通勤圏より広い範囲で従業者を募集する傾向にある. 募集方法は, 新規学卒者であれば専門性の
高い学校や大学等への求人票提出, 就職説明会への参加, 経験を有する既卒者であれば専門職専
用の就職支援サイト, 有料職業紹介, 自社ウェブサイト等を用いる. 2018 年度に新規学卒者を
採用したのは 2事業所, 中途採用したのは 2事業所である. 採用時月額給与の金額の幅が比較的
大きいのが特徴で, 事業所番号 12 では採用時月額が 19～50 万円である (表 4). 従業者寮等を
須坂市における移住支援政策と域内企業の求人活動
12




従業者 50 人未満は 9事業所であるが, 2018 年度に新規学卒者を採用したのは 2事業所と少数
であり, いずれも通勤圏内の専門高校, 短大から採用した. 2018 年度に新規学卒者を募集した 5
事業所の募集方法をみると, 学校への求人票の提出が 5事業所, 就職支援サイトへの登録が 1事
業所である. 一方, 中途採用の募集方法としてまず選択されるのは, 公共職業安定所, 自社ウェ
ブサイト等の費用負担がかからない方法で, 9 事業所がこれを利用する. この費用負担がかから
ない方法のみで既卒者を募集するのは 4事業所, 有料の方法も利用するのは 5事業所である. 応
募者の多くは通勤圏内の求職者であるが, 通勤圏外の求職者が公共職業安定所や自社ウェブサイ
トの求人に応募する事例もある. 従業者 50 人未満の 9 事業所では, 従業員寮等を有するのが 1
事業所, 採用時月額給与が 10 万円台後半から 20 万円台前半が過半数を占めていて, 移住者を雇
用するには相対的に厳しい状況に置かれている. また, 外国人技能実習生の受入れによって不足




る. とはいえ, 移住者なかでも Iターン者の採用には, 他地域での求人活動にかかる募集費, 従




支援チームが回答事業所に紹介した移住希望者は 13 人で, このうち従業者として採用された
のは 6人である (表 4). 前節の事業所区分に従うと, 紹介を受けた事業所は, 従業者 50 人以上
が 4 事業所, 専門職が過半数の事業所が 1 事業所, 50 人未満が 6 事業所である. また採用した
事業所は, 従業者 50 人以上が 1事業所, 専門職が過半数の事業所が 0事業所, 50 人未満が 5事
業所である. 支援チームが紹介した移住希望者は, 主として小規模事業所に就職している.
これに対して, 支援チームが紹介した 13 人のうち採用に至らなかったのは 7人である. 不採









業所番号 10 である. この事業所は, 過去に就職支援サイトに登録して Iターン者を約 10 人採用
したが, その過半数が現在までに離職した. I ターン者の生活を支援できていれば, 離職しなかっ
たと思われる者がいる. しかし, 須坂モデルのような手厚い支援を 1事業所が実践するのは難し
いと話す.
②信頼性が高いことをあげるのは事業所番号 16 である. この事業所よると, 支援チームは協




③無料で利用できることをあげる事業所がいくつかある. 事業所番号 21 は, 新規学卒者の募
集に就職支援サイトを利用していたが, 費用負担が大きいため利用を停止した. 事業所番号 13
も, 求人誌とそのウェブ版に求人情報を掲載していたが, それぞれ毎月約 5万円の費用がかかる
ため利用を停止し, 現在は公共職業安定所を利用する. また, 事業所番号 19 は東京等の遠隔地
で求人活動をしたいが, その費用や時間に余裕がないため須坂モデルに期待すると話す.
その一方で, 須坂モデルには問題点もある. その 1つは, 協力企業が従業者を常時募集してい
るとは限らないことである. 事業所番号 14 での聞き取り調査によると, 支援チームから移住希
望者を紹介されたが, その時点で従業者を募集していなかったため申し出を断った. また事業所
番号 8は, 現在従業者を募集していないため, もし支援チームから移住希望者を紹介されても断








した. このため, 長野県須坂市を事例地域として選択し, 信州須坂移住支援チームおよび移住者
受入れ協力企業での聞き取り調査の結果等をもとに分析した.
支援チームが行う須坂モデルの特徴は, 第 1に, 移住希望者に対する移住相談, 移住体験ツアー,
無料職業紹介, 住居紹介等の包括的な支援にある. これは, 移住先での就職に不安を感じる移住
希望者が多いことから, この不安の解消と迅速な移住実現を目的に作られた仕組みである. 第 2
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に, 移住者受入れ協力企業を設けている点である. 支援チームは, 移住相談会等で就職希望者に
協力企業を無料で紹介している. 第 3に, 相談から移住に至るまでの期間が比較的短いことであ
る. 2017 年 4 月から 2018 年 10 月までに須坂モデルを用いて移住した者の場合, 1 か月～6か月
の期間で移住が完了している. これらの特徴があるため聞き取り調査の回答事業所からは, 須坂
モデルに対して①移住者の生活面を支援してくれること, ②信頼性が高いこと, ③無料で利用で





ることができず, 他地域から移住者を採用している. しかしながら, 移住者なかでも Iターン者
の採用には, 他地域での求人活動にかかる募集費, 大都市圏より低い給与水準, 住居の確保等の






検討した研究はあるが (例えば, 加茂, 2018), 市町村単位での研究は見当たらない. このため,
市町村が実施する移住支援政策において須坂市のこの政策がどう位置づけられるかは不明である.
これは今後の課題としたい.
付記 本研究を進めるにあたり, 信州須坂移住支援チーム, 聞き取り調査に回答していただいた
事業所の皆様にご協力を賜りました. ここに記してお礼申し上げます. なお, 本研究は





盤. 地域研究年報 33, 139-155.
岡田 真 (1978)：人口都市化とUターン. 南亮三郎編 『転換途上の日本人口移動』 千倉書房, 91-114.
岡橋秀典 (1997)：『周辺地域の存立構造─現代山村の形成と展開─』 大明堂.
小田切徳美・藤山 浩・石橋良治・土屋紀子 (2015)：『はじまった田園回帰─現場からの報告─』 農文協.
小野澤泰子・菱沼雄介・陳 麗娜 (2011)：須坂市における住宅団地の居住者特性とコミュニティ活動―旭
ケ丘団地を事例として―. 地域研究年報 33, 123-138.
加茂 浩靖
15
加茂浩靖 (1999)：わが国 ｢周辺地域｣ における地域労働市場の性格と労働者の還流移動─鹿児島県姶良地
域を事例として─. 人文地理 51, 140-163.
加茂浩靖 (2018)：地方移住希望者に対する職業支援の地域的特性. 日本福祉大学経済論集 56, 1-13.
厚生労働省 (2021)：広域求職活動費.
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0000190023.pdf (最






須坂市 (2018b)：プレスリリース平成 30 年 11 月 1 日. 須坂市.
友澤和夫 (1999)：『工業空間の形成と構造』 大明堂.
内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 (2020)：地方移住ガイドブック.
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/info/pdf/panf_iju.pdf (最終閲覧：2021 年 5 月 19 日).
内閣府地方創生推進事務局 (2019)：地方創生の現状と今後の展開.
https://www.soumu.go.jp/main_content/000635353.pdf (最終閲覧：2021 年 5 月 19 日).
長野県須高農業振興会議 (2020)：須高新規就農ガイド.
https://www.city.suzaka.nagano.jp/contents/imagefiles/170020/files/2020_12_07.pdf (最終閲覧：20




ホームページ検索を通じた現状把握と傾向分析─. 農村計画学会誌 33, 227-232.
須坂市における移住支援政策と域内企業の求人活動
16
